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新型コロナウイルス感染症対応の事務事業見直し通知発出
聖域なき事務事業の見直し、非正規職員の雇用の確保を！

事業の休止・廃止により、臨任・会計年度任用職員の雇用が奪われないよう自治労県職労が申入れ

当局は9月7日付で、「新型コロナウイルス感染症に対応するための事務事業の見直し」の総務局長通知と「『全庁コロナ・シフト』体制継続のための業務見直し」の行政管理課長通知を発出しました。
総務局長通知では、「全庁コロナ・シフトで、対策本部等に応援職員を集約し、補正予算を編成・執行するなど、全庁を挙げて対応してきた。同感染症の影響は長期化することが確実な情勢。職員一人ひとりが感染防止対策に努めるとともに、職員の『いのち』と『健康』を守るため、長時間労働の是正に取り組み、条例・規則で定める限度時間・上限時間等を遵守しなければならない。こうした状況のもと、全ての職員が、人的資源も財源も限られていることを改めて認識し、「仕事を減らす」「やり方を改める」という意識を共有し、実行に移す必要がある。」とし、
〇新型コロナウイルス感染症に関連する事業、県民生活に直結する事業及び法令により実施が義務付けられている事業を除いた全ての事業について、中止又は廃止（延期を含む）を前提に見直しを行う。
〇中止・廃止しない事業においても、業務プロセスや手法が適切であるかという視点で業務の簡素化等の見直しを行う。
〇会計・経理事務、庶務事務等のいわゆる全庁共通の内部管理事務について、電子決裁の徹底、資料の省力化はもとより、手続き全般にわたって簡素化できるものは積極的に改めるものとし、速やかに実行に移す。
と見直しの視点を示し、行政管理課長通知では、
〇新型コロナウイルス感染症に関連する事業、県民生活に直結する事業及び法令により実施が義務付けられている事業を除き、次に掲げる全ての事業（省略）について、今年度は原則として中止又は廃止（延期を含む）とすること。また、中止・廃止の対象とならない事業においても、業務プロセスや手法が適切であるかという視点で見直しを行うこと。
〇個別計画等の策定・改定事務の省力化
〇業務プロセスの簡素化のため、「仕事のやり方に関するルール」に沿って業務が行われているか、改めて点検する。
　と具体的な対応を示しています。
「聖域なき」業務見直しを
総務局長及び行政管理課長通知の趣旨は、職員の過重労働を回避しながら、コロナ対策に人員と予算を注力していこうとするもので、これまで自治労県職労が求めてきたことと基本的に一致しています。

一方、横浜市においては、「ゼロベースで見直す」としながら、林市長が推進する「ＩＲ事業」等については、「将来に必要なもの」として、事実上「聖域」として見直し対象から外しています。

県においては、「知事のお声がかり事業だから」と見直しの対象から除外することのないよう、聖域なき業務の見直しを進めることを求めます。

「業務見直し」を理由とした雇止めの回避を

一方、休止・廃止対象業務に従事する臨時的任用職員、会計年度任用職員の雇用確保も重要な課題です。

自治労県職労は非正規職員の雇止めを回避するために、9月10日に次の点を当局に申し入れました。
〇　現在任用している臨時的任用職員、会計年度任用職員の雇用を守ること。
〇　事業の休止・廃止により、現所属での雇用維持が難しい場合は、コロナ対応等で業務が増加している所属や、コロナ対応のために応援職員を派遣している所属等で雇用すること。
これに対して当局は、「会計年度任用職員は、当該所属の業務に応じて雇用している。その業務がなくなれば、雇用を継続する理屈がなくなる。」と回答しています。
コロナ禍で多くの労働者が解雇、雇止めされ、その数が5万人を超えている現状を鑑みれば、公務がコロナ対応により非正規労働者の雇止めを行うことは、到底許されるものではありません。
仮に、現在の臨任・会計年度任用職員の業務が休止・廃止されたとしても、コロナ対応の所属や応援職員を送り出す職場においては業務が増加するわけで、臨任・会計年度任用職員を雇用する場が生じます。雇止めをするのではなく、そうした職場に「異動」していただくことによって、雇用を守ることができます。
当局には、形式論で働く者の生活の糧を奪うのではなく、臨任・会計年度任用職員を含めて職員みんなが協力しあい、安心してコロナ対策に注力できる方策を是非考えていただきたいと思います。

横浜労働者福祉協議会（横浜労福協）では、加盟飲食店と連携して、現在以下のサービスを実施しています。横浜市内の有名レストランがお得に利用できるチャンスですので、自治労県職労の組合員の皆さんもぜひ利用してください。
サービスの内容
一人あたりの昼食代500円、夕食代1,000円を割引します。

利用対象店舗
イタリアンダイニング カリーナほか31店舗

（http://www.yokohama-rofukyo.com/collabo）

利用条件
・事前に所定の様式による予約が必要です。

・１グループの対象人数の上限は１０人です。

・支払方法は現金のみとなります。

（クレジットカードでの支払いはできません。）

実施期間
２０２０年１０月３１日（土）まで

（予算枠に達した場合はその時点で終了します）

自治労県職連合第12回定期大会・
自治労県職労第38回定期大会
鈴木則之新委員長を選出

　自治労県職連合・自治労県職労は9月2日、定期大会を開催し、1年間の活動方針を決定するとともに、鈴木則之新委員長をはじめとして、次の執行体制を確認しました。

鈴木則之新委員長よりごあいさつ
9月2日（水）に開催されました第38回定期大会において、組合員選挙の結果のご承認をいただき、中央執行委員長に就任いたしました、神奈川障害者職業能力開発校の鈴木です。

就任に際しましてクリエイティブの誌面をお借りし、自己紹介をさせていただきます。

私は1992年に職業訓練指導員として採用され、二俣川にあります産業技術短期大学校の前身である横浜高等職業技術校に配属されました。

採用後、登庁二日目には「それぞれの組合から勧誘」がありました。

そもそも組合などというものが、新卒の私にはわかるはずもなく、どうしたらいいものかと電車内で考えながら帰宅したことを今でも覚えています。

それから連日のようにそれぞれの組合の方々から、「しつこく勧誘を受け」、『組合とは』との説明をしていただきました。その中で新米が分からないなりに組合を理解したのは「組合は自分たちの生活を守ってくれ、困ったときには相談に乗ってくれる団体である」ということでした。

そこでまず決めたことは、「組合に入らないという選択肢はない」でした。自分の時間を使って誰かのために頑張っている人がいる。そのおかげで自分たちが守られている。入らないという選択肢はない！というのが理由でした。

そして自治労を選びました。先輩指導員から『自治労には全国で頑張っている仲間たちがいる。そんな仲間たちと様々な意見交換や問題解決をできる場が自治労にはある。』、と話していただきました。そうか！神奈川県で働くことになったが、全国に同じ仕事をする仲間と交流できるなんてすばらしいことではないだろうか！これが自治労を選んだ理由でした。

それからもう少しで30年…。このたび委員長を拝命することとなりました。これからは諸先輩方が築いてこられたものを礎に、組合員のみなさまが安心・安全に楽しくお仕事をしていけるような職場づくりを目指して、頑張ってまいります。

コロナ禍において、今年度いやそれ以上に来年度は未曾有の確定交渉になる様相を呈しています。こんな時代だからこそ『ともにがんばりましょう！』
組合員限定サービス！横浜市内のレストランがランチ500円引き、ディナー1,000円引きで利用できます！











